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研究要旨 

 本研究では、ポストコロナ時代における人口動態と社会変化について主に歴

史的、国際的、制度的な観点から見通し、高精度の将来人口・世帯推計を実施

するために必要な各種の分析研究を行う。2020 年から顕在化した新型コロナ

ウイルスの感染拡大により、リモートワークやオンライン会議が急速に浸透す

るなど、柔軟な働き方の選択等を通じて、人々の生活様式はコロナ前から大き

く変化するとともに、人口動態にも顕著な影響が表れている。日本において出

生に関しては出生率の一段の低下、死亡に関しては平均寿命の意図しない変

化、国際人口移動に関しては外国人住民数の増加の停滞、国内人口移動に関し

ては東京圏一極集中の鈍化という、いずれもこれまでの趨勢からは予測不能な

変化が観察されており、将来の全国および地域別の人口動向はいっそう不透明

性を増している。こうした状況下において精度の高い将来人口・世帯推計を実

施するためには、コロナ禍がもたらした短期的な人口動態の変化について、そ

の背後にある社会的要因を含めて的確に把握することが不可欠である。同時

に、コロナ禍の収束が見通せない現状においては、当初は短期的と考えられた

人口動態の変化が長期化することも想定され、ポストコロナ期に移行したとし

ても、コロナ禍において定着した「新しい生活様式」のもとで不可逆的な傾向

となる可能性も否定できない。本研究では、コロナ禍が人口動態にもたらした

影響を的確に把握するとともに、ポストコロナ時代における社会変化を見据え

た将来人口・世帯数の推計へと還元させていくことを主たる目的とする。 

本研究は，①新型コロナウイルスの人口動態への影響に関する研究，②コロ

ナ禍およびコロナ後を見据えた将来人口・世帯推計モデルの開発，③コロナの

影響を踏まえた将来推計の政策的シミュレーションへの応用に関する研究，の

３領域に分けて進めた。令和 5 年度は、①として、(1) 「令和 5 年地域推計」

と「平成 30 年地域推計」の都道府県別推計結果の差の要因分解、(2) コロナ禍

が雇用および結婚・出産に与えた影響とその方法論に関する検討、(3) 結婚・

出生と職業・従業上の地位の関係に関するミクロデータ分析、 (4) 多地域レス

リー行列モデルによる人口減少に対する分析、②として、(5) 全死因および死

因別死亡率の推計モデルの開発、について，研究代表者が中心となり研究協力

者の協力を得ながら研究を進めたほか，各研究分担者においても研究が遂行さ

れた。 
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Ａ．研究目的 

本研究では、ポストコロナ時代における

人口動態と社会変化について主に歴史的、

国際的、制度的な観点から見通し、高精度

の将来人口・世帯推計を実施するために必

要な各種の分析研究を行うことを大きな目

的とする。2020 年から顕在化した新型コロ

ナウイルスの感染拡大により、リモートワ

ークやオンライン会議が急速に浸透するな

ど、柔軟な働き方の選択等を通じて、人々

の生活様式はコロナ前から大きく変化する

とともに、人口動態にも顕著な影響が表れ

ている。日本において出生に関しては出生

率の一段の低下、死亡に関しては平均寿命

の意図しない変化、国際人口移動に関して

は外国人住民数の増加の停滞、国内人口移

動に関しては東京圏一極集中の鈍化という、

いずれもこれまでの趨勢からは予測不能な

変化が観察されており、将来の全国および

地域別の人口動向はいっそう不透明性を増

している。 

こうした状況下において精度の高い将来

人口・世帯推計を実施するためには、コロ

ナ禍がもたらした短期的な人口動態の変化

について、その背後にある社会的要因を含

めて的確に把握することが不可欠である。

同時に、コロナ禍の収束が見通せない現状

においては、当初は短期的と考えられた人

口動態の変化が長期化することも想定され、

ポストコロナ期に移行したとしても、コロ

ナ禍において定着した「新しい生活様式」

のもとで不可逆的な傾向となる可能性も否

定できない。とくに、国際人口移動と国内

人口移動に関しては、コロナ禍の動向に起

因する国や地方自治体による政策にも大き

く左右されうるため、将来を見通すことが

非常に困難となっている。 

このように短期的にも長期的にも不確実

性の高い人口動態の現状を踏まえながら、

将来の変化を可能な限り的確に見通すため、

わが国や世界各国における新型コロナウイ

ルスと人口動態に関する最新のデータを用

いて全体のトレンドの中からコロナ禍がも

たらした影響を抽出すること、過去のパン

デミックや災害等がもたらした社会変化と

人口動態の変化について、人口以外の様々

な統計も参照しながら客観的に評価し、今

日の状況と照らし合わせて分析することを、

それぞれ1年目・2年目の主な目的とする。

さらに、以上のような幅広い観点に基づく

研究成果からポストコロナ時代における社

会変化と人口動態を見通すとともに、それ

らの知見を将来人口・世帯推計の各仮定に

定量的に反映させていくことを研究期間内

の課題とする。 

 

Ｂ．研究方法 

研究は以下の①～③の３領域に分けて進

めた。 

 

①新型コロナウイルスの人口動態への影響

に関する研究 

 地域別新型コロナの感染状況と短期的な

人口移動傾向変化に関する分析、結婚・出

生に関する意欲・行動に対する新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響に関するサーベイ、

2020～2025 年死亡数の（将来）推計値の

前回推計との比較、新型コロナウイルス感
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染症拡大が国際人口移動に与えた影響に関

する研究のレビュー、を行った。

具体的な研究タイトルは、「令和 5 年地

域推計」と「平成 30 年地域推計」の都道

府県別推計結果の差の要因分解、新型コロ

ナウイルス感染拡大の出生意欲・出生行動

への影響に関するサーベイ研究、新型コロ

ナウイルス感染症が市区町村別死亡に及ぼ

す影響を踏まえた 2020–2025 年の男女・年

齢別生残率の設定方法、新型コロナウイル

ス感染症拡大期前後の外国人の国内移動、

である。

②コロナ禍およびコロナ後を見据えた将来

人口・世帯推計モデルの開発

 国勢調査、住民基本台帳人口調査、人口

動態調査等の各種人口統計（外国人統計を

含む）の差の分析と推計情報収集（情報収

集）、出生に対する期間効果の研究、を行っ

た。

具体的な研究タイトルは、国籍と合計特

殊出生率、2020 年から 2023 年までの婚姻

数および出生数の動向について、である。

③コロナの影響を踏まえた将来推計の政策

的シミュレーションへの応用に関する研究

コロナが外国人受入れ動向や、外国人受

入れに関する社会保障に与える影響に関す

るレビュー、新型コロナ禍における介護サ

ービス利用と家族介護の関係の分析（基礎

的な分析）、を行った。

具体的な研究タイトルは、入国・出国別

の国際人口移動を考慮した将来人口シュミ

レーションに関する基礎的研究、台湾の新

型コロナ対策の動向 2023—臨時特別予算の

決算とアフターコロナ対策—、である。

なお，研究全般にわたり，社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し，研究を進めた。また，研

究所が有する人口・世帯の将来推計に関す

る研究蓄積を方法論やモデル構築研究に活

かすとともに，所内外の関連分野の複数の

研究者に研究協力者として参加を要請し，

総合的に研究を推進した。具体的には，社

人研からは，国際関係部是川夕部長・千年

よしみ特任主任研究官・大泉嶺室長・井上

希主任研究官、情報調査分析部別府志海室

長・中村真理子研究員，社会保障基礎理論

研究部鈴木貴士研究員、人口構造研究部藤

井多希子室長・小山泰代室長・久井情在主

任研究官，人口動向研究部余田翔平室長・

吉田航研究員、所外からは，鈴木透（韓国

ソウル大学保健大学院客員教授），山内昌和

（早稲田大学教育・総合科学学術院准教授）、

堀口侑（慶應義塾大学大学院生）の各氏に

研究協力者を依頼し，研究協力を得た。

Ｃ．研究成果

(1)「令和 5 年地域推計」と「平成 30 年地

域推計」の 2045 年の都道府県別推計結果

に着目し、その差について基準人口の差、

出生仮定の差、死亡仮定の差、人口移動仮

定の差の 4 要因への定量的分解を行った。 

(2) 新型コロナの影響による 2020〜2022

年の初婚数・出生数の落ち込みは、後続す

る出生数に影響し、2040 年頃までそのイン

パクトが残ることを推計から明らかにした。

新型コロナによるものを含む雇用・労働を

めぐる不平等について、その測定単位を個

人・組織のどちらに置くかによって、不平

等の原因・趨勢についての結論が変わりう

ることを示した。

(3) 妻 30 歳台の核家族夫婦について、夫婦

の働き方と子ども数について国勢調査を用

いた集計を行った（集計自体は令和 4

（2022）年度に実施）。夫の現在の仕事と

妻の現在の仕事を組み合わせ、その割合を

算出した。また、各組み合わせ別の平均子

ども数を算出した。これらの集計は全国レ
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ベルおよび 47 都道府県レベルで実施した。 

(4) 2020 国勢調査および人口動態統計等の

政府統計データから多地域レスリー行列を

構築し、都道府県間の移動を含む生存率と

都道府県別出生率の年齢別の人口減少への

影響と移民の人口規模への定量的評価を行

った。

(5) 本 研 究 で は ， 堀 口 (2022) に よ る

Extended Log Quad Model 1 を改良する

こ と で 新 た な 死 亡 率 モ デ ル で あ る

Extended Log Quad Model2 を提案した。 

Ｄ．結果の考察

(1) 都道府県別にみると、基準人口の差に

よる変化、出生仮定の差による変化、死亡

仮定の差による変化、人口移動仮定の差に

よる変化の標準偏差は、それぞれ 0.97、

0.46、0.13、2.39 であり、「令和 5 年地域

推計」と「平成 30 年地域推計」の推計値

の差の分布に最も大きく影響しているのは

人口移動仮定の差であった。一方で、出生

仮定の差と死亡仮定の差による変化の都道

府県間較差は小さいこと、推計値と実績値

が異なるほど基準人口の差による変化も大

きくなりやすいこと、などを指摘した。

(2) 2020〜2022 年に発生した初婚数およ

び出生数のイレギュラーな落ち込みが与え

るインパクトは、この 3 年間に留まらない。

日本においては、第 1 子はほぼ婚姻に後続

して生じ、第 1 子出生数の減少は、第 2 子

以降の出生数にも影響を与える。この分析

の結果は、たとえ人々の結婚・出生行動に

与えるインパクトが短期間だったとしても、

その大きさが顕著である場合、人口モメン

タムと同様に長期的な影響を及ぼすことを

意味している。言うまでもなく、企業ごと

に従業員規模は大きく異なる。このとき、

少数の組織にのみ影響を与える事象でも、

労働者単位で測定すると無視できない割合

に影響を及ぼしている可能性もある。こう

した測定上の問題を認識することは、不平

等の測定一般だけでなく、雇用調整助成金

などコロナ禍における事業主向け施策のイ

ンパクトを考えるうえでも重要である。

(3) 夫の現在の仕事が「正規」かつ妻の現

在の仕事が「正規」の割合を 47 都道府県

で確認すると、最も高いのが山形県

（39.6%）で、最も低い北海道（21.0%）

とは 2 倍近い差が開いていた。 

ここでは、日本の人口中心に位置する岐阜

県に焦点を絞り、考察を行う。岐阜県にお

ける上述（夫正規かつ妻正規）の割合は

22.2%と、47 都道府県の中で 44 番目であ

った。夫正規・妻無職といった、いわゆる

「専業主婦」の割合を都道府県別に確認す

ると、岐阜県は 24.4%で 12 番目であった。

岐阜県は東海地域に位置する製造業が盛ん

な地域であり、比較的伝統的な家族観が保

持されている可能性がある。

夫と妻の仕事について、「正規」「派遣」「パ

ート・アルバイト」「役員」「自営業主」「家

族従業者・家庭内職者」「従業上の地位不詳」

「無職」「労働力状態不詳」毎にそれぞれ組

み合わせ、平均子ども数を算出した。岐阜

県において最も平均子ども数が多かったの

は夫正規・妻家族従業者・家庭内職者であ

り、1.96 人であった。その他、夫が役員や

自営業主だと平均子ども数が多い傾向が見

られた（1.8～1.9 人ほど）。夫正規・妻正

規の平均子ども数は 1.38 人と相対的に少

なかった。

(4) 都市部から出生率の高い地域への移動

が人口増加に影響し、特に 30 歳未満で顕

著である。都市部の出生率は 30 歳以上で

高い感度を示している。これらは近年の日

本の特徴である。繁殖価と年齢分布を行列

の成分で表現する方法が確立され、都市部

と非都市部の出生率と移動率が人口減少に

与える影響が数値的に示された。また、外
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国人の流入に関しては沖縄県に 20～24 歳

の女性が移住することが最も効果的であっ

た。これは、日本に移住した外国人が日本

人と同じライフコースを送る事を前提にし

た場合もっとも繁殖価が高い地域と年齢が

選ばれた為である。逆に東京などの都市部

は外国人の流入による人口規模への影響は

少なく効果は小さい傾向にあった。つまり、

出生率の高い地域では相対的に少ない移民

の受け入れで人口減少への影響を高めるこ

とができるが、都市部ではより多くの移民

を受け入れない限り人口減少には効果が少

ないことを意味している。

(5) Wilmoth et al. (2012) による Log

Quad Model や，これをわが国の死亡状況

に適合するように改良した堀口（2022）に

よる Extended Log Quad Model は，0～4

歳死亡確率や 65 歳平均余命など，少数の

人口学的指標から生命表の推計を可能にす

る死亡モデルの研究成果である。特に，堀

口（2022）は 65 歳平均余命などの入手が

容易な少数の人口学的指標のみからわが国

の死亡率を高い精度で推計することを可能

とすることから，市区町村別の将来生命表

推計にも十分応用可能な実用性の高いモデ

ルであると考えられるが，女性の 20～39

歳で対数死亡率の推計誤差が大きくなるな

どの課題が指摘されていた。

そこで，本研究では，堀口(2022) による

Extended Log Quad Model 1 を改良する

こ と で 新 た な 死 亡 率 モ デ ル で あ る

Extended Log Quad Model2 を提案した。

さらに，本研究のモデルを，国立社会保障・

人口問題研究所の「日本版死亡データベー

ス」（JMD）の都道府県生命表に当てはめ

たところ，Extended Log Quad Model 1 と

2 は，Log Quad Model などの既存のモデ

ルよりも高い精度で死亡率を推計すること

が可能であること，また，Extended Log

Quad Model 2 は，Extended Log Quad 

Model 1 よりも少ないパラメータ数で，同

程度の精度で死亡率の推計を可能とするこ

とが示された。また，厚生労働省の『市区

町村別生命表』を用いた分析からは，本研

究のモデルが市区町村別の将来生命表推計

にも応用可能であることが示された。

Ｅ．結論

(1) 本稿での分析で両推計の都道府県別推

計結果の差の要因が明らかになったことに

より、社人研にとっては次回の推計におけ

る各仮定設定のための参考材料となり、ま

た都道府県など地方自治体にとっては「地

方人口ビジョン」等における推計値の改訂

のための基礎的情報になると考えられる。

一方で、いくつか課題も残されている。「平

成 30 年地域推計」と「令和 5 年地域推計」

は推計対象の境域が若干異なるものの、基

本的には市区町村を推計単位としている。

本稿での分析を市区町村別に適用すること

により、各市区町村にとってより有益な分

析結果が提供できるだろう。

(2) 新型コロナウイルス感染症の拡大は、

その社会的なインパクトの大きさゆえ、社

会科学で用いられてきた分析手法の妥当性

にも再考を迫る。結婚・出生ならびに組織

を対象としてこうした手法の検討を進めた

結果、従来の手法ではカバーできない領域

があることを明らかにした。今後も、コロ

ナ禍の社会状況を精緻に記述・分析すると

ともに、こうした方法論的議論の発展も同

時に進める必要があるといえる。

(3) 岐阜県において、平均子ども数が多く

なる夫婦の働き方は、夫が自営業主や役員

であることがわかった。この場合、妻も家

族従業者・家庭内職者等の割合も高く、夫

婦で小規模な商店等を営んでいる事が想像

される。自営業は、職場と住居が隣接ない

し一体化していることも多く、労働時間等
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も自らでコントロールする余地が多い。単

純な労働時間だけではなく、こうした「柔

軟性」が子どもを持ちやすい環境を生んで

いるのかもしれない。コロナ禍を経て、ホ

ワイトカラー中心ではあるものの「テレワ

ーク」の導入が進んだ。テレワークも柔軟

な働き方を実現するものであるが、ホワイ

トカラー以外の業態においても自営業等の

様な柔軟な働き方を支援する必要があるだ

ろう。 

(4) 少子化対策を考える上で、東京一極集

中の緩和や地方創生による移住が効果的で

ある年齢は２０代までである。一方、都市

部における少子化対策は３０代以降の出生

率の改善が効果的となることが窺える。こ

れらの結果は 2010 年、2015 年の政府統計

データによる解析と同じであり、日本にお

ける人口減少の普遍的な構造を表している

と考えられる。この研究結果が示唆してい

る事は、少子化対策は移住と出生率の増加

は地域と年齢によって重点を変える事がよ

り効果を発揮する事を意味している。一方、

移民政策については少ない人材で日本の人

口規模を維持していくためには出生率の高

い年齢と地域に同年代の人材を移住させる

事が効果的である。この結果から、少子化

対策は移民政策と切り離すことが出来ない

事を示唆している。つまり、少子化対策が

無いまま移民政策を行うにはより多くの人

材の受け入れを必要とすることになるだろ

う。 

(5) Extended Log Quad Model 2 は，

Extended Log Quad Model 1 で課題とさ

れた，女性の 20～39 歳での推計誤差を改

善する目的から，特異値分解（SVD）の手

法を用い，JMD の都道府県生命表に基づ

いてモデルの開発を行った。その結果，本

研究のモデルは，上述の Extended Log 

Quad Model 1 の課題を改善することに成

功した。分析の結果から，Extended Log 

Quad Model 2 は，Extended Log Quad 

Model 1 と同様に，1970 年代以降のわが国

の著しい高齢死亡率改善に適合したモデル

であるとともに，Extended Log Quad 

Model 1 よりも少ないパラメータ数で，同

程度の精度で死亡率の推計を行えることか

ら，自治体の介護保険事業計画の際に必要

となる，将来の高齢者の人口数の推計など，

自治体の政策立案の観点からも有用なモデ

ルであると言える。また，本研究のモデル

は，わが国のみならず，フランスなど，わ

が国と同様に高齢死亡率改善が進展してい

る他の先進国にも応用可能であることが示

されており，さらなるモデルの発展が期待

される。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

※本事業の成果並びに成果に寄与した本

プロジェクトメンバーの業績を記す。ただ

し，研究分担者の研究発表については，各

分担研究報告書を参照のこと。 
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